
令和６年度 

宇部市立東岐波中学校いじめ防止基本方針 
 

この方針は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）第１３条の規定により、本校のすべての

生徒が安心して充実した学校生活を送ることができるよう、いじめ防止等に関する基本的な方針や具体的な

取組等について定めるものです。 

 

１ いじめの防止等のための対策に対する基本的な方針 

（１）本校のいじめ防止等の対策にかかる基本理念 

いじめは、いじめられた生徒の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を及ぼすのみならず、生

命又は身体に重大な危険を生じさせるなど、著しく人権を侵害する行為です。 

本校では、いじめの根絶に向けて、教職員、保護者、地域住民など本校教育に携わる関係者らが相互に

連携し、いじめ防止対策推進法が定めるいじめの禁止、関係者の責務等を踏まえ、いじめ防止等に関する

対策を行います。「いじめは、人間として絶対に許されない」「いじめのつもりはなくても、受けた側が

苦痛を感じれば、いじりやからかいもいじめである」との認識の下、「未然防止」の取組を重視し、人権

教育や道徳教育、情報モラル教育などの取組を総合的かつ効果的に推進し、本校の学校教育目標が示す、

「自ら挑戦」を基本的な考え方とし、一人ひとりを大切にする人権尊重を土台とした学校づくりを進めま

す。 

また、いじめは四層構造（いじめをめぐる集団の中に、いじめを受けている生徒、いじめている生徒、

周りではやし立てる生徒、見て見ぬふりをする生徒がいること）であり、構造的にいじめ行為が見えにく

い一面があると認識した上で、生徒とのコミュケーションの中で感じる些細な変容について、日常的に関

係教職員で情報共有を図ること、「背景にいじめがあるのではないか」との危機意識をもちながら、早期

発見・早期対応に努めます。 

一旦いじめであると認知された場合は、全校体制で適切・丁寧な対応・指導・支援を行い、生徒にとっ

て、一刻も早く安心・安全な学校生活となるよう、いじめが確実に解消するまで、粘り強く対応します。

また、解消後もきめ細かく見守りを行うなどの、継続支援をします。 

 

（２）いじめの定義    

 いじめ防止対策推進法第２条に、「いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍し

ている等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イ

ンターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を

感じているものをいう。」と規定されており、本校においても、いじめ防止対策推進法が示す定義を基に

対応等を行います。 

また、いじめの判断、認知については、国の基本方針のいじめの定義に基づくこととし、特定の教職員

のみによることなく、法第２２条に定める「いじめの防止等の対策のための組織」を活用して行います。 

具体的ないじめの様態は、国の基本方針によれば、以下のようなものがあります。 

 

◇ ひやかしやからかい、悪口や脅し文句、いやなことを言われる 

◇ 仲間はずれ、集団による無視をされる 

◇ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

◇ ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

◇ 金品をたかられる 

◇ 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

◇ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

◇ パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 



２ いじめの防止等のための対策の基本となる事項 

（１）本校におけるいじめ問題対応の視点 

  いじめは、「どの生徒にも、どの学校にも起こりうる」という認識の下、全教職員はもとより、家庭・

地域との連携を密にして以下の４点を対応の視点として、いじめ問題への取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

（２）校内体制について 

  校長をリーダー、教頭をサブリーダーとする「いじめ問題対策会議」を設置します。この会議では、学

校いじめ防止基本方針に基づくいじめの防止等に係る取組について、学校評価等を活用して、ＰＤＣＡ

サイクルによる検証等を行い、より実効性のある取組となるよう改善を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）規範意識の醸成に向けた取組 

  いじめの未然防止のため、生徒の規範意識を醸成する取組は重要です。そのため、「きまりを守ること」

「節度ある生活をすること」「礼儀正しく人と接すること」について、生徒の心身の成長の過程に即した

重点的かつ具体的な取組をします。 

 

（４）いじめ防止・根絶強調月間の取組 

  山口県教育委員会では、毎年１０月を「いじめ防止・根絶強調月間」と位置付けています。本校におい

ても、この月間に、いじめ防止・根絶に向けた取組を推進するため、取組状況の点検・評価や生徒会等に

よる主体的な活動の充実を図ります。 

 

（５）生徒指導・教育相談体制の充実・強化 

   ア 小中連携の一層の促進 

    いじめの対応については、未然防止、早期発見、早期対応の取組はもとより、小中連携の情報の共

有や切れ目のない支援体制の構築等が重要なため、小中連携の一層の促進に努めます。 

   イ 多様な専門家や関係機関と連携した取組等の推進 

    スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の心理や福祉の専門家の連携はもとより、

関係機関との連携を一層促進し、いじめ防止等に係る取組の充実・強化を図ります。 

   ウ 教育相談週間との連携 

    本校の年３回の教育相談週間だけでなく、持ち帰りの「いじめアンケート」を実施後にも設定し、

一人ひとりに寄り添ったきめ細かい対応を行います。 

 

○未然防止（いじめの予防） 

○早期発見（把握しにくいいじめの発見） 

○早期対応（現に起こっているいじめへの対応） 

○重大事態への対応（生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあるいじめ等への対応） 

いじめ問題対策会議の構成員 

リーダー：校長、サブリーダー：教頭 

【教職員】         生徒指導担当教員、教育相談担当教員、養護教諭 

【心理や福祉の専門家】   スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー 

【保護者や地域住民の代表】 学校運営協議会委員（保護者代表、地域住民代表） 

（主任児童委員等） 

 

（教務主任、学年主任等） 

 

○未然防止（いじめの予防） 

○早期発見（把握しにくいいじめの発見） 

○早期対応（現に起こっているいじめへの対応） 

○重大事態への対応（生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあるいじめ等への対応） 



３ いじめの防止等のための具体的な取組 

（１）未然防止・早期発見・早期対応の取組  

   ア 学校全体としての取組内容    

いじめの 

未然防止 

①対話を大切にする「学び合い」のある授業づくりを推進します。 

②道徳教育を中核とした心の教育を推進します。 

③教育活動全てにおいて「一人ひとりの存在を認め合い、お互いに個性を尊重し、人

権を尊重した言動ができる」人権感覚を育成します。 

④「人権尊重」や「生命に対する畏敬の念」等について学ぶ「命を考える授業」の設

定や「命の尊さ」に係る教材の活用を図ります。 

⑤自然に触れ、集団で行動し、豊かな体験活動を通して、社会奉仕の精神を養う取組

を進め、生徒の心と体の成長を促進します。 

⑥集団活動が苦手な生徒に対しては、人と上手く関われるようなコミュニケーション

能力を育むことができるよう配慮するとともに、周りの生徒が、集団活動が苦手な生

徒の特性を理解し、温かく受け入れることができるような集団づくりを進めます。 

⑦心の通う人間関係を構築する能力の素地を養うためのＡＦＰＹや危険を予知する

能力を養うＫＹＴ学習など、多様な体験活動を通して、人間関係調整力等を育む取組

を推進します。 

⑧生徒が自ら命の危機を乗り越える力、生徒同士が相互に危機を察知し、適切に対応

する力等を身に付ける「自殺予防教育」を導入します。 

⑨顧問教員等の指導の下、部活動での好ましい人間関係づくりを進めます。 

⑩平成２５年１２月に制定した「いじめ撲滅に関する宣言」を、学期の当初や「いじ

め防止・根絶強調月間」に唱和するとともに、スクールデイリーライフにも記帳し、

宣言の内容を実践していく取組を行います。 

いじめの 

早期発見 

①生徒と教職員の望ましい信頼関係のもと、何気ない会話や態度から、生徒が抱えて

いる生活の悩み等を引き出し、それを真剣に受け止めます。また、誰にも相談できな

い生徒がいるのではないかとの認識の下、積極的な声かけをします。 

②持ち帰り方式の「いじめアンケート」を年２回実施します。 

③「生活調査」や「こころの日のアンケート」を実施します。 

④いじめが潜在化、偽装化していることから、日常の対話や遊びなどを通して児童生

徒が発するサインを敏感にキャッチすることに努めます。特に、仲間内での言動に留

意します。 

⑤特別支援学級に在籍する生徒や、発達障害のある生徒に対して、全ての教職員がそ

の特性を理解しつつ、見守る活動を行います。 

⑥教育相談室等で他の生徒のことを気にすることなく、落ち着いた雰囲気で相談でき

る体制を整えます。 

⑦休み時間の見守りや昼食時の指導等は、複数教職員で連携して行います。 

⑧学校等に相談できずに、悩みを抱えている生徒・保護者がいつでも相談できるよう

に、様々な相談機関があることを周知します。  

 

 



いじめの 

早期対応 

 

 

 

 

 

①いじめの疑いが生じた場合、日常の観察やいじめの早期対応・聴き取り等により、

状況等の詳細を把握します。 

②把握した事実を基に、管理職を含めた協議の場を設定します。また、状況に応じて、

臨時職員会議を開催します。 

③いじめられている生徒が相談しやすい教職員が対応を行います。 

④生徒指導主任等を中心とする複数の教職員が、いじめている生徒への対応を行いま

す。 

⑤該当学年教員等を中心とする複数の教職員が、周囲の生徒への対応を行います。 

⑥担任が主に担当しますが、必要に応じて、生徒指導主任、管理職等複数の教職員が、

いじめられている生徒の保護者へ誠意をもって対応を行います。 

⑦面談の目的・役割分担・対応の実際等を事前に協議した上で、担任、生徒指導主任、

管理職等により、いじめている生徒の保護者への対応を行います。 

⑧必要に応じ、管理職が、ＰＴＡ等との協議等を行います。 

⑨必要に応じ、管理職、生徒指導主任等が、教育委員会、関係諸機関との協議等を行

います。 

イ 家庭や地域との連携   

家庭との連携 

〇いじめ問題に対する学校の姿勢を機会あるごとに家庭に示し、いじめに対する

認識を深め、協働して取り組みます。 

〇保護者との緊密な連携を図り、信頼関係づくりを進めます。 

〇学級懇談会において、いじめを題材に取り上げて話し合う場を設けます。 

〇いじめ防止等について、ＰＴＡと連携した取組を進めます。 

地域との連携 

〇定期的に学校公開日を設け、地域と連携・協力しながら生徒を共に育てるとい

う意識を高めます。 

○生徒がよく立ち寄る場所を、ふれあい運動推進員会等と連携して組織的な巡回

指導等を行ない、学校外でのいじめの早期発見に努めます。 

〇民生委員・児童委員や地域団体等から、いじめと思われることがあれば、積極

的に学校へ情報提供が得られるよう連携を充実させます。 

〇コミュニティ・スクール等と緊密に連携し、本校のいじめ問題解決の取組を検

証し、改善を図ります。 

（２）いじめに対する措置 

いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできません。いじめが「解消している」状態とは、

少なくとも次の２つの要件が満たされている必要があります。 

①いじめに係る行為が止んでいること 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為が止んでいる状態が相当の期間継続しているこ

と。この相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とします。 

②被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒がいじめの行為により

心身の苦痛を感じていないと認められることを、面談等により確認します。 

いじめ問題は、教職員が一人で事案を抱え込むことなく、情報を共有し、

校長のリーダーシップの下、全校体制でいじめの解消に向けた取組を推進

します。 



（３）インターネットや携帯電話、通信機能を有するゲーム機器等を利用したいじめ（ネットいじめ）への

対応 

  インターネットや携帯電話、通信機能を有するゲーム機器等を通じて行われるいじめは、発信された情

報の高度の流通性や発信者の匿名性、非公開のＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス：登録

された利用者同士が交流できるＷｅｂサイトの会員制サービスのこと）やコミュニケーションアプリの閉

鎖性などの特性を生徒に理解させた上で、絶対に行ってはいけない行為であることを指導します。また、

一人一台端末がいじめの温床となることのないよう使い方について徹底して指導します。 

 

４ 重大事態への対応 

 いじめにより生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあるとき、いじめにより生徒が相

当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあるとき、生徒や保護者からいじめられて重大

事態に至ったという申立てがあったときは、以下により調査を行います。 

（１）重大事態の報告 

  重大事態が発生した場合は、教育委員会を通じて、市長へ報告します。 

 

（２）調査委員会の設置・調査 

速やかに全容解明に向けた調査を行います。調査に当たっては、「いじめ問題対策会議」を母体に、必

要に応じて、警察、児童相談所、その他の関係機関をメンバーに加え、調査委員会を設置します。また、

教育委員会と緊密に連携しながら、調査を進めます。 

  教育委員会が主体となって調査委員会を設置し、調査する場合は、積極的に協力します。 

 

（３）調査結果の報告   

  当該生徒・保護者等に、事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するとともに、教育委員会を通じ、

市長へ調査結果を報告します。 

 

５ その他の留意事項 

学校いじめ問題対策会議での検証により、いじめ防止基本方針の見直しが必要な場合や、国、県、また

は市のいじめ防止基本方針の見直しが行われた場合等は、基本方針をより実効性のあるものとするため、

基本方針の見直しを行います。 

 


